	

記入日：2026年　　月　　日

2027年度多文化共生推進活動助成申請書
1.申請団体について
（1）概要
	①団体名
（印鑑登録印を押印してください）
	


	
㊞


	②代表者
	役職名：
氏名：

	③団体連絡先
	住所：〒

電話番号：
FAX：
電子メール：
URL：

	④当該申請の担当者及び連絡先
（日中の連絡先）
	役職名：
氏名：
電話番号：
電子メール：

	⑤若手イニシアティブ活動優先採択の希望の有無
	希望する・希望しない

	⑥設立年月
(任意団体の時期も含む）
	西暦　　　　年　　月

	⑦法人格の有無

	あり ・ なし ・ 申請中（該当するものに○を付けてください）

	
	法人格の種類：

	登記の年月日：

	⑧団体の設立目的

	

	⑨主な活動内容

	

	⑩活動責任者の主な経歴・専門性・所有資格等




	活動責任者の氏名：
活動責任者の役職：
主な経歴・専門性・所有資格等：




（2）収支について（直近2年間）
	①直前の会計年度

	
収入
	総額　　　　　　　　           円
(前年度からの繰越金含まず）

	
	
	

内訳
	会費収入　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	寄附金収入　　　　　　　　　　円

	
	
	
	助成金・補助金収入　　　　　　円

	
	
	
	事業収入　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	その他　　　　　　　　　　　　円

	
	
	前年度からの繰越金　　　　　　　　　　円

	
	支出総額
	　　　　　　　　              　　　　円



	②直前の会計年度の前年度
（①の前年度）
	収入
	総額　　　　　　　　          円
（前年度からの繰越金含まず）

	
	
	

内訳
	会費収入　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	寄附金収入　　　　　　　　　　円

	
	
	
	助成金・補助金収入　　　　　　円

	
	
	
	事業収入　　　　　　　　　　　円

	
	
	
	その他　　　　　　　　　　　　円

	
	
	前年度からの繰越金　　　　　　　　　　円

	
	支出総額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



（3）団体全体の構成員（若手イニシアティブ活動優先採択を希望する場合、別紙の様式に団体の役員全員の役職・氏名・生年月日を記載して提出してください。）
	①常勤（有給：週5日以上）
	　　　名

	②常勤（無給：週5日以上）
	　 　 名

	③非常勤（有給：週1～4日）　
	　　　名

	④非常勤（無給：週1～4日）　
	　　　名

	⑤ボランティア
	　　　名

	⑥インターン
	　　　名

	⑦その他
	（　　　　）     名



（4）会員数
	会員数
	合計：　　    人
（内訳：個人会員　　　人　　　団体・法人会員　　　団体）



２　申請活動について
（1）活動の概要
	①申請活動名
（地域名除く）

	

	②助成希望額
	　　　　　　円

	③活動実施地域
(都道府県・市町村を記入してください）

	

	④活動に参加を想定する外国人等（層・人数）
「層」の欄には参加を想定する外国人等がどんな人々か、記載してください。
	層：
	　　　　人

	⑤活動を始めた経緯・背景
（地域・受入側の状況や課題、参加を想定する外国人のニーズや課題を明らかにし、申請活動の必要性・重要性等について記入して下さい。）
	








	⑥活動の内容
（分かりやすく簡単に説明してください。）

	

















	⑦活動の特長・期待できる効果
※他団体や同種の活動と比較してのアピールポイント等
	




	⑧ジェンダーへの配慮（活動の実施にあたり、配慮していることがあればご記入ください（任意）。）
	

	⑨申請活動により達成したい具体的な目標・活動内容・効果

※適宜行を追加してください。
	(ア）具体的な目標
	(イ)目標を達成するために必要な活動内容
	(ウ)活動によってもたらされる結果

	
	

	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	⑩実施予定期間
（対象期間2027年4月～2028年3月の中で、予定している実施期間を記入してください。）

	
西暦　　　年　　　月　～　西暦　　　年　　　月

	⑪資金繰り
	当助成金は、活動開始時に半額、残りは後払いのため、その分は貴団体の立替え払いとなります。資金の調達方法をお知らせください。
(ア)団体会計から　　　　　　　　　円
(イ)助成金（承認済）　　　　　　　円
(ウ）その他（　　　　　　）　　　 円

	⑫申請活動について、他団体へ申請中又は申請予定はありますか。
ある場合は、団体名を記入
してください。

	申請中・申請予定・申請しない
（該当するものに○をつけてください）
団体名（　　　　　　　　　　　）
団体名 (　　　　　　　　　　　) 


（2）活動の最終目標について
	
最終目標、到達までの計画年数及び今回の申請は計画の何年目に該当するかを記入してください。
	






計画年数：　　　年（今回の申請は、　年目）




（3）活動実施スケジュール
	時　　期
	具体的な活動内容
（誰が、いつ、どこで、誰に何をするかを具体的に記入してください。また、上記（1）-⑨(イ)の「活動内容」に記入した内容に沿うように記入してください）

	2027年
4月
	

	2027年
5月
	

	2027年
6月
	

	2027年
7月
	

	2027年
8月
	

	2027年
9月
	

	2027年
10月
	

	2027年
11月
	

	2027年
12月
	

	2028年
1月
	

	2028年
2月
	

	2028年
3月
	



３　活動の実施体制

（1）今回申請する活動に従事する人員体制と担当業務について記入してください。
　　※適宜行を追加してください
	所属
	活動に従事するスタッフ氏名
	担当業務
	専門性・経歴

	①団体事務所
	担当者：
	
	


	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	②カウンターパート
	活動責任者：
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	③その他
（上記以外の活動従事者がいる場合）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（2）
	団体及びカウンターパートとの協力体制、また、関係者（地域行政、住民等）との関わり合いについて、体制図で分かりやすく表してください。

	











※図が収まらない場合は別紙提出も可


（3）カウンターパートとなる団体又は協力者等
	①カウンターパートの団体名又は協力者名
	

	②団体の所在地又は協力者の住所
	住所：


	③団体の場合、その種別
	活動地法人・任意の団体・その他（　　　　　　　　　）
（該当するものに〇を付けてください）

	④団体の事業概要
	





	⑤申請団体との関係
	





  ４　最後に
	活動に参加を想定する外国人等に当財団の助成による活動である旨をお伝えするにあたり、どのような方法をとりますか。
	


	この2027年度多文化共生推進活動助成の申請募集については、何によって知りましたか。１つ選んで〇をつけてください。
	①JANICホームページ
②関西NGO協議会のメーリングリスト
③JICA Partner
④ゆうちょ財団ホームページ
⑤ゆうちょ財団からの電子メール
⑥ゆうちょ財団からの郵送物
⑦その他（　　　　　　　　　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙
若手イニシアティブ活動優先採択を希望する団体の申請様式

	①申請団体の役員構成

※団体の役員全員についてご記載ください。
※行が不足する場合は適宜増やしてご記載ください。

	役職
	氏名
	生年月日(西暦)

	
	
	
	　　　年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	②若手主体だからこその強みや可能性について、アピールしたいことを記載してください。

※下記(1)参照
	








	③活動を着実かつ安全に実施するために、外部のアドバイザー（専門家、大学、他団体等）からどのような助言や協力を受けていますか。

※下記(2)参照

	


(1) 以下の項目・観点などを参考に、思いつく範囲でご記載ください。必ずしもすべての項目・観点に触れる必要はありませんし、自由な視点でのご記載も歓迎いたします。
・既存の方法や慣行にとらわれず、活動現地のニーズや社会の変化に応じて、新たな方法を柔軟に取り入れた事例。
・若手ならではのフットワークの軽さや行動力を生かし、関係者・裨益者の若者等とのネットワークを構築・拡大する可能性。
・デジタル技術、SNS、オンラインツール等を活用し、活動の実施、情報発信、参加者・支援者の拡大等につなげる計画。
・若手主体であることを生かして、今後どのような新たな国際協力の担い手や活動の広がりを生み出していきたいか、将来の可能性。

(2) 以下の項目・観点などを参考に、思いつく範囲でご記載ください。必ずしもすべての項目・観点に触れる必要はありませんし、自由な視点でのご記載も歓迎いたします。
・経験豊富な先輩世代・シニア世代から、活動のノウハウ、活動現地との関係構築、組織運営等について、どのような「引継ぎ」や「継承」を受けているか。それらを踏まえ、会計・資金管理、意思決定、役割分担等について、団体内部で事業を適切に管理する体制が整備されているか。
・大学教授、研究者、各分野の専門家等から、活動内容の企画・評価、専門的知見の提供等について、具体的にどのような指導・助言を受けているか（又は受ける見込みか）。
・国際協力の経験を有する他団体、NGO・NPO等から、活動の実施、現地調整、ネットワーク形成等について、どのような協力を得ているか（又は得る見込みか）。



2
